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人工衛星のソフトウェア IV&V における
D-Case を利用した短期間でのフォーマルメソッド適用
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概要：人工衛星の開発は軌道制御ハードウェア，基本ソフトウェア，ミッション固有機器など複数の専門家
組織の分担により行われ，特にソフトウェア開発の初期段階における検証手段の確立が課題となっている．

このように独立した組織間のコミュニケーションには仕様書が決定的な役割を果たす．フォーマルメソッ

ドは，数理的なモデルにより対象を記述し開発の初期段階からの検証を可能とする．しかし，対象の仕様を

理解するのに適した仕様書の記述項目や優先順位は，各専門家組織，たとえばソフトウェア開発者と検証

者の間で必ずしも一致しない．このとき，関係者の間でフォーマルメソッドによるモデルの仕様全体にお

ける目的や位置づけを共有する必要がある．本研究では，検証目的に限定した情報のみを抽出することで、

短期間でフォーマルなモデルを記述する手法を提案する．情報を限定するための手段として，検証すべき

目的をゴールとするディペンダブルケース（D-Case）を作成・利用する．提案手法を実際の仕様書に対し

て適用したところ， D-Case の個別衛星へのカスタマイズ，仕様書とのマッピングにより，検証に必要な

仕様理解に必要な時間を短縮できる，また不足している情報を明確に指摘できるといった成果が得られた．
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Rapid Application of A Formal Method with D-Case
in software IV&V for Artificial Satellites

Abstract: Development of an artificial satellite is collaboration of multiple specialist teams, such as orbit
control hardware, basic software, and mission inherent instruments. Therefore, establishment of the verifi-
cation method especially in the early stage of software development is still a problem. Specification plays
decisive role in the communication among such independent teams. Formal methods can describe the target
as a mathematical model and verify it in early development stage. However, the contents and priority of the
specification for understanding the target is not necessarily in accordance among different teams, for example,
between software developers and verifiers. Stakeholders of the development team need to share the purpose
and importance of the formal model in whole the specification because all aspect can not be expressed in
the model. We propose a method to compose a rapid formal model with a dependable case (D-Case) which
conducted goal analysis. As case studies, applying the proposed method achieved that required time for
specification understanding could be shortened and the lacked information could be clearly pointed out.

Keywords: Formal method, Dependable Case, Specification understanding, Modeling

1. はじめに

我々は， 2013 年度より「運用シナリオのモデル開発管
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理及び型式検証の先端技術に関する共同研究」をテーマに，

フォーマルメソッドの具体的な人工衛星の開発および運用

への適用について共同研究を実施してきた．本稿は，その

成果の一部として， D-Case を用いたフォーマルメソッド

適用のための仕様書理解およびその結果に基づく仕様のト

レーサビリティ確保について述べる．最初に，人工衛星の

ソフトウェア開発における問題として，製品ごとの違いの

大きさおよび，要求と実装手段の乖離について説明する．
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1.1 人工衛星の開発手順

人工衛星の用途は通信衛星，気象観測衛星，測地衛星，

実験衛星などさまざまであり，その達成すべき目的である

ミッションによって搭載する機器などが異なる．また，同

じミッションの人工衛星であっても，搭載する機器の性能・

能力により搭載する機器の大きさなども違い，それら各種

機器に加えて，姿勢・軌道制御装置，電源系，地上との通

信装置などの効率的な配置をしなければならず，慎重な設

計が不可欠である．安全係数の見積りや推進剤の量などさ

まざまな決定に影響する衛星の寿命も，用途により 1 年程

度から 10 年以上とさまざまである．このような事情によ

り，各衛星は共通する部分もあるものの，独自に設計がな

されており，形状や機能がそれぞれ異なる．

その一方で，人工衛星の打ち上げには重量に応じた高額

の費用がかかることや，人工衛星に載せる機能が高度化・

複雑化していることから，極限までの軽量化や個々の機能

ハードウェアの小型化が求められている．このため，小型

かつ軽量なハードウェアと実績のある動作アルゴリズムを

組み合わせて，重量のないソフトウェア制御により実現さ

れる機能が増えており，ソフトウェア開発の初期段階にお

ける検証手段の確立が課題となっている．

人工衛星の標準的な設計手順として，National Aeronau-

tics and Space Administration (NASA) はフェーズに分割

されたプロジェクト計画および管理を確立している [8]．日

本における宇宙航空研究開発機構 (Japan Aerospace Ex-

ploration Agency, JAXA) および各国の標準的な衛星開発

手順もこれに準じたものである．しかしながら，具体的な

プロジェクトについては，個々の衛星について事情が大き

く異なることから開発の共通化は部品あるいはせいぜいサ

ブシステム単位でしか行われておらず，ハードウェアも含

めた複数回のウォーターフォールプロセスによる開発に

よりシステム全体の検証が行われている．このウォーター

フォールプロセスは一回の実施が高価であり，開発対象の

システム仕様の明確化およびハードウェアが完成する前の

仕様に対する検証および妥当性確認は，費用対効果の観点

から重要である．

1.2 専門家集団の分離

人工衛星の打ち上げは高価かつ開発期間が長く，費用お

よび開発期間の制約は非常に厳しい．このため，人工衛星

開発においては信頼性や安全性が最優先され，独自のハー

ドウェアや制御アルゴリズムが存在し，ソフトウェアも含

めた部品やサブシステムの開発はそれぞれの専門家が分担

して行う場合が多い．その一方で，ミッションを提案する

それぞれの分野の専門家は，それぞれのミッションがどの

ようなものかはよく知っているものの，それらを人工衛星

にけるタスクとして詳細化し実装する部分についての理解

は必ずしも十分でない．この結果，ミッションの達成に必

要な要求を現在のシステム仕様が満たしているかどうかの

確認が困難となる．

例えば，人工衛星の実用的なアクティブ姿勢変更手段は

• スラスターによる噴射
• 慣性ホイールによるスピン
• 地磁気を利用した磁気トルク発生
だけである．ただし，全ての衛星がこれら 3 つの手段を備

えているわけではない．ミッションの性質による姿勢変更

の頻度や耐故障性などを考慮した上で，できるだけ少ない

ハードウェアで実現するのが望ましいが，その判断には専

門的知識が必要となる．

我々は，フォーマルメソッドの適用により，人工衛星開

発の初期段階からシステム仕様を数理モデルにより記述・

検証し，その後の工程で問題なく利用できることを保証で

きるような手法の開発を目標とする．本稿では，自然言語

による仕様とフォーマルメソッドによるモデル化の観点を

明確化する手法として，ディペダブルケース (D-Case) を

併用する手法について検討する．

以下，第 2 章でフォーマルメソッドと D-Case によるソ

フトウェア検証ついて記述し，第 3 章ではこれらを組み合

わせた仕様理解および理解した結果を明示する手法を提案

する．さらに，第 4 章では事例研究について，第 5 章では

関連研究について，第 4 章ではモデルによる検証結果の日

本語仕様書へのフィードバックについて述べる．

2. 上流工程における検証

2.1 ソフトウェア独立検証

ソフトウェア独立検証 (Software Independent Verifica-

tion and Validation, SW IV&V) は， NASA で 1993 年

より本格的に実施されたミッションクリティカルなソフト

ウェアに対して最高の安全性・良好な費用効果を達成する

ために，開発とは独立した機関・組織が検証 (Verification)

および妥当性確認 (Validation) を実施する「方法」「体制」

「枠組み」である [13]．従来の，開発者による V&V も有効

かつ重要な手順であり，テストやレビューをはじめ，フォー

マルメソッドも含めた種々の技法が活用されてきた．しか

しながら，開発者の検証では，開発業務のオーバヘッドと

みなされてしまい十分な検証ができない場合が多くみられ，

開発者と検証者を分業する体制が望ましい．JAXA におい

ても 1996 年 の宇宙ステーション共同開発において NASA

から要請があり，SW IV&V を開始し，衛星やロケットの

開発に順次展開している．第 1 章で述べたように，人工

衛星開発において，特に上流工程における検証は仕様記述

者，システム作成者のいずれかだけでは困難であり，SW

IV&V による検証は重要である．

しかし，実験衛星ではフォーマルメソッドの適用も含め

た信頼性コストをできるだけ省略したい場合もあるなど，

SW IV&V の観点では，すべての衛星のすべての側面へ
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フォーマルメソッドを適用するのは適切ではない．実際，

JAXA では開発フェーズ，検証の観点に合わせた評価の方

法を図 1 のように整理している．

図 1 開発フェーズと SW IV&V 手法 [13]．

Fig. 1 Map of SW IV&V Methods and Development Phases

SW IV&V においてフォーマルメソッドを利用する場

合，検証者が対象の仕様を理解する時間が必要となる．ま

た，複数の手法を組み合わせることもしばしばあるので，

フォーマルなモデルの仕様全体における位置づけを明示

し，関係者の間で共有する必要がある．

2.2 VDM++ の利用

フォーマルメソッドは，計算機システムの仕様を数理的

に表記することおよび，その仕様を設計の検証基盤として

利用する手法である [2]．フォーマルメソッドを適用し，ソ

フトウェアの仕様書を数理的なモデルに変換することで仕

様書中の矛盾や曖昧さを取り除くことが可能となる．

一方，フォーマルメソッドによる仕様記述は，記述言語

の習得が必要であり，背景となる数理的な知識が必要とさ

れる．そのため，日常使用している自然言語による記述と

比較して，読み手・書き手とも限られている．

本研究では，フォーマルなモデルの記述にはVDM++を

採用した．VDM++ はフォーマルメソッドの一種である

VDM を構成する仕様記述言語であり，一階述語論理およ

び集合論に基づく意味論をもつ [5]．

仕様のモデル記述にあたっては，仕様書からどのような

情報を読み取って，どのようなモデルとして実現するかを

整理する必要がある．その過程は必ずしも明確でないた

め，モデル記述者の能力に依存する部分が非常に大きい．

2.3 ゴール分析の適用

組織的に独立した SW IV&V では短期間でのドメイン

知識の獲得が求められる．しかしながら，検証のためには

フォーマルなモデルを書き始める前に，関係者の間でモデ

ル記述の目的を共有しておかなければ，大きな手戻りが生

じたり，いつまでも検証モデルが完成しなかったりする恐

れがある．検証のゴールが仕様記述者と仕様検証者の間で

共有できて，必要なサブゴールおよび関連した仕様および

ドメイン知識のみを理解すればよいのであれば，検証開始

時点で各領域の専門家ほどにはドメイン知識を持たない

SW IV&V も実用的な期間で適用できる．

本研究で利用する D-Case はディペンダビリティの分

野に適用した Assurance Case の一種である．Assurance

Case は，想定している環境下において，システムが正し

く動作することを，構造化することによって，体系立てて

保証する方法または，そこで表記された議論の構造であ

る [3]．Assurance Case はさまざまな規格において，具体

的な記述法が定義されており，また記述のためのプロセス

も定義される場合がある．

他の Assurance case と比較した D-Caseの特徴は，Goal

Structuring Notation (GSN) [7] に基づく分析を行う点と，

運用に関する記述が考慮されている点である．これらの特

徴は，ゴール分析の適用および明快な記述，検証に必要な

情報が開発工程に限定されない，といった点で，本研究で

想定する仕様書の理解および理解した結果の関係者による

共有に適している．

3. D-Case による検証目的共有の提案

本研究は，ソフトウェア開発の上流工程でのフォーマル

メソッドを利用した短期間でのモデル記述および検証の実

現を目的とする．

短期間での検証のポイントは

• 検証対象の明確化によるドメイン知識および仕様書理
解範囲の限定

• 各種ツールの活用およびそれらの連携による検証作業
の省力化

である．具体的には，前者はフォーマルメソッド適用によ

るモデル記述範囲を，クリティカルな部分に限定すること

で検証コストを下げ， D-Case により検証結果が仕様全体

でもつ位置づけの明示，後者はフォーマルなモデルに対す

るツールを利用した検証およびその仕様書へのフィード

バックである．

本研究では次の手順により，検証方針を D-Case として

表現し，フォーマルなモデル化と検証を行う手法を提案

する．

( 1 ) D-Case記述者は，自然言語により記述された対象シス

テムの仕様とドメイン知識に基づき，検証用 D-Case

を作成する．

( 2 ) 関係者の間で検証用 D-Case そのものおよび検証対象

としての適切なゴールを選択して合意し， GSN の階

層に基づいて対象システムの範囲を限定する．

( 3 ) 仕様検証者は，限定されたシステムを，指定された

ゴールの観点からフォーマルモデルとして記述し，モ
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デル上の検証を行う．

( 4 ) 仕様検証者は，検証用 D-Case で表現された議論の構

造に従って，ゴールが達成されたか否かを判別する．

( 5 ) 仕様記述者は，達成されなかったゴールを検証用 D-

Case で表現された議論の構造に従って，仕様を改善

する．

( 6 ) 目標のゴールが達成されるまで繰り返す．

この結果，従来のフォーマルメソッド適用では，図 2 の

ような作業フローが，図 3 のような作業フローへ変更さ

れる．従来のフローでは，全ての関係者が全ての情報に関

わっていたのに対し，仕様検証者はドメイン知識の獲得

をしない，もしくは非常に小さいものにできる．一方で

D-Case 記述者はフォーマルメソッドに関する知識を持っ

ている必要はなくなるので，お互いの役割が明確になる．

しかしながら，検証用 D-Case は，自然言語を用いるとと

もに図の要素の種類も少ないので，記述のための学習コス

トがフォーマルメソッドの習得と比べてかなり低い．した

がって，ドメインに依存した議論の構造を表現するために

仕様記述者が兼任することも容易である．

図 2 従来のフロー

Fig. 2 Existing verification process

図 3 提案手法のフロー

Fig. 3 Proposing verification process

4. 事例研究

4.1 人工衛星の姿勢制御

本節では，人工衛星の姿勢制御について，提案手法を適

用した事例について具体的に述べる．それぞれの人工衛星

には固有のミッションがあり，それぞれのミッションの性

格により適切な姿勢が異なる．しかし，太陽電池による発

電を利用する人工衛星では，蓄電量が減少した時に電池パ

ネルを太陽方向へ向ける，逆に電池パネルの温度が上がり

すぎた時に太陽方向を外すといった共通の処理もある．

図 4 D-Case エディタ

Fig. 4 User Interface of D-Case Editor

我々は、姿勢制御系について，参考文献 [1][4][9]により

ドメイン知識を獲得し， D-Case を作成した．D-Case 記

述には，図 4 に示す D-case Editor を用いた [12]．記述し

た D-Case は 40 の goal, 27 の evidence をもつ最大 7 階

層の構成となった．

対象となる人工衛星の姿勢制御ソフトウェアに関する仕

様書は 5 章， 218 ページ + 付録という構成になっている

が，仕様書中にはモデル化の前提となる衛星のミッション

や，姿勢制御の目的は記述がなく，外部資料を利用して補

完した．作成した D-Case の goal から，状態遷移につい

ての検証を行うことを選択し，フォーマルなモデルを作成

した．VDM++ モデルおよび D-Case の記述および検証

に要した時間はおよそ 5 人月である．対象の性質を検証す

るフォーマルなモデルは，表 1 のようになり，コメントも

含めた全体で 278 行になった．

表 1 VDM++ 適用結果

Table 1 The VDM++ model

項目 個数 備考

定数 6

型 37 ユーザ定義のもの

状態変数 22

操作 15 状態を変化させる機能

関数 2 状態を変化させない機能
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検証モデルは対象システムの状態遷移について，VDM++

の実行可能なモデルとして記述し，状態を変化させる手続

きの事前条件および事後条件の正しさを確認した．確認に

はモデルのレビューおよび特定の値に対する状態遷移を評

価するツールによるアニメーション，すなわち仕様に対す

るテストを用いた．

4.2 仕様のモデル化時間

仕様をモデルとして記述するために必要な作業は問題や

関係者のスキルなど複雑な要素に依存する．しかし，モデ

ル化に共通した作業として次のような手順がある [10].

a 要求抽出

関係者とともに，すべての要求を明らかにする．

b 要求分析

要求項目間の衝突を解消し，関係を整理して適切にま

とめる．

c 仕様検証

要求を明確な仕様として記述し，仕様の検証と妥当性

確認を行う．

d 仕様管理

開発中のシステムをとりまく変化に適切に対応する．

要求やシステム制約に起因する仕様の変更を管理する．

これらの作業は繰り返しや手戻りもある．

本研究で対象としているのは，主に (a) および (b) の段

階である．

大きな時間削減効果が期待できるのは， D-Case による

ドメイン知識の限定である．この事例ではフォーマルメ

ソッドの適用対象を，開発初期の検証項目のひとつであ

り，姿勢制御の最もクリティカルな側面であるモード遷移

解析 [13]に限定した．正しくモード遷移が行われること

は，姿勢制御の大前提であるからである．VDM++ によ

る有限状態機械としてのモデル化はこのような状態遷移の

検証に適している．さらに，この VDM++ モデルにより

保証される検証目的，前提，他の証拠との関係については，

D-Case により明示される．

本事例では，作成した一般的な姿勢制御 D-Case に対

して，

• 実験衛星なので冗長系はもたない
• 姿勢変更用のハードウェアは 3 軸ホイールと磁気トル

カのみ

• ミッションの性質上，地球方向を向く制御は不要
といった固有の制約を反映し，ゴール数を 34 まで縮小す

ることで，さらに仕様の理解に必要な時間を削減できた．

モデル化および D-Case の記述および検証作業にかかっ

た 5 人月のうち 3 人月程度はドメイン知識の獲得であっ

た．たとえば，文献 [4] の場合，姿勢制御の理解に必要な

情報は 5 章のうち 2 章，ページ数にして 72/221 でありお

よそ 1/3 程度であった．それ以外の部分は，いわば「不要

であることを判断するために理解した」ので今回の目的に

は不要な作業で合った．仮に先に D-Case が完成し，必要

な情報が限定されていたならば，およそ 2 人月程度は節約

できていたことになる．もちろん，一見不要な情報がモデ

ル化に影響することはままあるので，フォーマルメソッド

適用期間を 1/3 にできるとは言い切れないが，他の文献参

照についても同様の傾向であった．D-Case に検証目的や

一般的な場合との違いが明示され，検証に必要な情報とそ

の目的が関係者で確認可能かつ蓄積可能な形で共有される

効果は熟練者にとっても有用である．特に，人工衛星の事

例では，ミッションからの要求とソフトウェア仕様の間に，

別組織によるハードウェア作成のフェーズがあるため，ソ

フトウェアの検証に必要なミッションの要求についての情

報を明示的に共有することに意味がある．

5. 関連研究

D-Case とフォーマルメソッドの関係でもっとも疎なも

のは， evidence としてフォーマルモデルを利用する場合

である．このような関係はいつでも実現可能であるが，一

般的な D-Case は数理的な意味論をもたないので，証拠か

ら goal を導出できるかどうかは保証できないからである．

D-Case の人工衛星における姿勢制御ソフトウェアへの

適用は，文献 [11]がある．この先行事例では D-Case によ

る分析とレビューを行ない，トレーサビリティの保証につ

いて成果があったことを報告している．本研究は，フォー

マルメソッドの適用により，さらに厳密かつツールを利用

した仕様記述が可能であることを示した．

D-Case とフォーマルメソッドのより密な結合を目指し

た研究として， D-Case/Agda がある [6]．D-Case/Agda

は定理証明系であり，対象となる性質の保証に必要な定義

を導出する．ただし，最終的な数学的証明は人間に依存す

るので，本研究よりも多くの数理的な知識や経験が必要と

なる．

6. 日本語仕様書へのフィードバック

本稿では，自然言語で記述された仕様書の D-Case を利

用した分析手法を検討した．
ただし，表 2の対応度の凡例は以下のとおり:

• — はモデル化の対象外

• ◎は 仕様書の情報だけで完結している

• ○は 仕様書の情報が主だが，補足情報がある

• △は 仕様書の情報が従で，補足情報が主である

本事例における小型衛星の仕様書の章構成と D-Case の

対応は，表 2のようになっていた．この衛星は姿勢制御に
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表 2 仕様書と D-Case 階層の対応

Table 2 the map between indexes of a specification and D-Case

levels

仕様書の D-Case 対応度 仕様書の D-Case 対応度

節番号 の階層 節番号 の階層

1 1 ◎ 5.4 5, 6 ○, ○

2.1 — 5.5 —

2.2 — 5.6 —

3.1 5, 6 ○, △ 5.7 4 ◎

3.2 5, 6 △, △ 5.8 4 ○

3.3 4 △ 5.9 4 ○

3.4 5, 6 △ 5.10 5 ○

4.1 2, 3 ◎, ○ 5.11 5 △

4.2 3, 5, 6 △, ○, ○ 5.12 5 △

5.1 3 △ 5.13 6 △

5.2 4, 5, 6 △, △, △ 5.14 —

5.3 3 ◎ 5.15 —

関する機能が少ないので，ゴール数 34 の縮小版の D-Case

を用いたが，階層数は 7 で同じである．

D-Case の階層に沿った仕様書が，D-Case で表現する目

的についての検証のための理解に適した仕様書と言える．

しかし，この表から，仕様書の情報だけでは検証が難しい

こと，また仕様書に含まれるモデル作成に必要な情報も順

序や出現位置は系統的でなく，全体を理解するまでどの部

分の情報が必要か判断できないことが分かる．このような

D-Case と仕様書，補完情報を保持する参考書籍，他の仕

様書などの対応表を管理することで，設計のための仕様書

を検証のための仕様書に読み替えることが可能となる．

仕様書の全情報がフォーマルメソッドを適用した姿勢制

御モデル記述に必要というわけではなく，必要部分の限定

による検証時間の削減が予想されること，検証用のモデル

構築に必要な情報を理解するために読むべき順序と，シス

テム設計および実装を目的とした仕様書の章構成が一致し

ておらず， D-Case による順序整理が有効であることが分

かる．

一方で， D-Case を利用した対応付けにより，姿勢制御

に関する状態遷移を確認するために必要な情報が，仕様

書あるいは仕様書以外の文献のどこにあるかを明示でき

る．また，複数の人工衛星の仕様書間の対応付けについ

て，フォーマルな検証モデルや D-Case として表現された

検証のためのドメイン知識の再利用性の向上やトレーサビ

リティ向上が可能である．

7. おわりに

本研究では， SW IV&V を前提として，開発の初期段階

で検証すべき目的をゴール分析した結果の D-Case に基づ

いて，該当する検証目的に必要な情報抽出にみに仕様書の

分析作業を限定することで，短期間でフォーマルなモデル

を記述する手法を提案した．

提案手法を実際の仕様書に対して適用したところ，D-

Case と仕様書とのマッピングにより，検証に必要な仕様

理解に必要な時間を短縮できることが確認できた．

より大規模な適用や他のドメインへの応用が今後の課題

である．
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